古賀市公営企業会計システム構築等委託業務
仕様書


　本仕様書は、古賀市水道課及び下水道課（以下「発注者」という。）が古賀市公営企業会計システム更新業務（以下「本業務」という。）を実施するにあたり、本業務受託者（以下「受託者」という。）が事業を適正に履行するために必要な事項を定めるものとする。本仕様書に記載された要求事項は、原則として全て実現すべきものであるが、受託者が代替案を提示し発注者がこれを了承した場合は、要件を満たすものとする。また、仕様書に記載されていない事項であっても、業務を実施するにあたり効果的と考えられる事項については、積極的に提案するものとする。

本システム調達の目的
　本市で現在使用しているシステムは、平成２５年度から稼動し、５年目となっており、平成３１年度中にサーバ機器等の保守部品が枯渇、またソフトのサポートも終了する予定である。そのため、安定した事務を継続するためにシステムの更新が必要であり、更新後のシステムは、福岡県及び県内自治体で構成される「ふくおか電子自治体共同運営協議会(*1)」（以下、「ふく電協」という。）が認定するクラウド基盤上（以下、「FMC-IaaS」という。）に導入する（ソフトウェアの導入に係る一切の作業を含む。）。
本システムでは、予算編成、支出伝票、調定・収入、支払処理、日次処理、月次処理、決算処理、固定資産、企業債、各種帳票までのライフサイクルを適切に実施できることを前提に、各種作業の簡易化、伝票情報の検索性、タスクのフロー確認、各種帳票の正確性と豊富さなどを向上させ、効率的な行政運営に資するとともに、業務の軽減化を図るものである。

(*1) ふくおか電子自治体共同運営協議会
福岡県と県内自治体が、情報システムのコストと運用負荷を軽減するために、システムの共同利用を進めることを目的として、2002年に設立した団体（現在は県内60市町村のうち49団体が参加）
（ふく電協URL：http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kyogikai.html）

調達にあたっての基本事項
１．全体概要
(1)システムは、公営企業を運営するうえで根幹となるシステムであり、予算、調定・収入・支払処理、決算処理、固定資産管理、企業債管理が統合的に運用でき、現行システム以上に業務の省力化・迅速化・正確性が確保でき、職員が使いやすく操作性に優れたものであること。業務全般にわたり、快適に動作するレスポンスを実現すること。
(2)予算策定から決算までのサイクルを総合的に管理可能なシステムであり、詳細な機能要件は、別紙「古賀市公営企業会計システム機能要件回答書」を提出すること。
(3)業務効率化のため、パッケージシステムを基本とした業務改革、事務改善により合理的かつ効率的な業務フローを実現すること。
(4)経費削減のため、機能追加等による経費を縮小し、カスタマイズを最小限とすること。
(5)伝票・帳票類の検索性、データ加工の容易さの充実を行うこと。また、データの蓄積により処理速度に影響を及ぼすことのないようデータ構造において合理的なシステム構築を行うこと。
(6)高い品質の提供のため、安全性・信頼性が確保された高セキュリティのシステムを構築すること。
(7)クライアント側の機器に特別なプログラムソフトを導入することなく使用できるシステムであること。なお、どうしてもプログラムソフトを導入する必要がある場合は、他のシステムに影響を与えるものでなく、職員でも容易にインストールできる方法を提案すること。
(8)公営企業会計サーバは、FMC-IaaS上に構築すること。詳細は後述のとおりとする。
(9)現行システムにて保有しているデータについて、確実にデータ移行ができ障害を生じないこと。
(10)ウイルス対策は、FMC-IaaS上にて行うこと。
(11)システムサポートは、平日の市開庁時間内に保守担当者に連絡が取れるようサポート担当部署を明示し、障害発生時に迅速な対応ができるよう充分なサポート体制が取れること。なお、開庁時間外であっても、緊急を要する場合は発注者と協議の上、対応すること。
(12)現行システムのデータ量を格納するのに充分なものであり、今後１０年間分の増加を見込んであること。
(13)他システムとのデータ連携を前提としたシステム構築を行うこと（料金システム及び固定資産台帳管理システム）。
(14)本業務の処理に関し、本仕様書及び関係法令等に明示されていない事項又は疑義を生じた事項については、甲と乙の間で協議を行い、当該協議が成立しないときは、発注者の指示に従うものとする。

２．会計等の概要
　本業務の対象となる会計及び報告セグメントの概要については、次のとおりである。
(１)会計　　古賀市水道事業会計及び下水道事業会計
(２)報告セグメント　　公共下水道事業及び農業集落排水事業

３．調達内容及び契約期間
(1)本システムの構築（パラメータ設定、データ移行等）・納入・保守（５年間）
(2)本システム機器の納入・設定・保守（５年間）
(3)本システム稼働前にシステム管理者（約５人）、担当職員（約１５人）を対象とした職員研修の実施
(4)契約期間
①設計・開発工程の契約期間
　契約締結日～平成31年9月30日まで
　なお、本稼働日は平成31年10月1日とし、平成32年度予算編成から本システムにて実施するものとする。
②保守工程の契約期間
　平成31年10月１日～平成36年９月30日まで。
③瑕疵担保期間
　本市が承認した業務受託者作成の成果物と仕様書等に不一致が完了検査後２年以内に発見された場合は、本市と協議の上、受託者は無償で是正措置を行うこと。システムの瑕疵担保期間は、完了検査後２年とするが、瑕疵担保期間終了後であっても、受託者の重大な過失が発見された場合は、担保の対象とすること。

[bookmark: _GoBack]（注）本仕様書においては、平成３１年５月以降の元号についても便宜上「平成」を用いて記載する。

４．業務計画、工程管理及び打合せ等
(1)　業務計画
受注者は、本業務の処理に当たっては、甲と十分な協議を行った上で、業務委託契約の締結後５日以内に、次に掲げる書類を甲に提出し、その承諾を得なければならない。 
①業務実施計画書（本業務の業務概要及び処理方針を記載すること。） 
②着手届 
③責任者、担当ＳＥ等業務体制通知書及び従事者名簿（責任者及び担当ＳＥについて
は、経歴書を含む。） 
④委託業務処理計画表 
⑤組織表及び緊急連絡表 
⑥本業務に係る成果品（以下「成果品」という。）の内容を記載した資料 
⑦前各号に掲げるもののほか、甲が指示する書類 
(2)　工程管理
　受注者は、作業工程に変更が生じる場合は、委託業務変更計画表を発注者に提出し、その承諾を得なければならない。
(3)　打合せ等
①受注者及び発注者は、本業務の着手前に本業務の内容及び仕様の確認を行うものとする。 
②甲及び乙は、本業務を適正かつ円滑に処理するため、定期的な打合せを行い、本業務の　遂行における課題、提案事項等を協議するものとする。 
③乙は、前項の打合せの日から３日以内に、当該打合せにおける協議の内容について、　　議事録を作成しなければならない。 
④甲及び乙は、前項の議事録を確認の上、それぞれ1部ずつ保有するものとする。

５．導入スケジュール
(1)平成31年2月～3月：調達業者の決定
(2)平成31年4月～9月：本市仕様パラメータ設定等システム構築(*)、
現行システムデータ移行、職員研修等
(3)平成31年4月：契約事務・リース業者決定
(4)平成31年9月中旬：システム試験運用
(5)平成31年10月：本システム稼働予定
(*)FMC-IaaS上の構築は平成31年5月から可能となる予定

導入システムの機能条件
　確かな納入実績と操作性・機能性及び経済性に優れ、信頼性の高いシステムを採用する。導入システム等の詳細は現時点では次のように考えるが、本市の状況を充分踏まえ、この要件を基に協議し、必要に応じ整備拡充を行う。
(1)導入後最低１０年間は利用できるよう、増設の必要のない最適なスペックを提案すること。
(2)詳細仕様については、導入システムが問題なく稼動するための必要充分な条件を満たしていること。
(3)システムの停止を防止するため、必要とされる対策を講じること。
(4)サーバについてはオンライン業務に支障をきたさぬよう、負荷分散を行う等の方策を講じること。特に、月次、決算処理などバッチ処理において負荷なく稼動ができること。
(5)地域情報プラットホームに対応したシステムであること。
(6)同時接続数等を踏まえ、ネットワークに過大な負荷をかけることのないシステムであること
(7)システム起動や職員認証、画面遷移・画面表示、印刷処理及び更新処理等については、業務に支障を来たすことのない安定したレスポンスを確保すること。


１．FMC-IaaS上の構築
本システムの導入作業場所は、①「FMC-IaaSデータセンター内」　②「提案者の事業所内」　
③「古賀市役所内」のいずれかとし、提供された基盤上において必要とする初期設定及びミドルウエア等のインストール作業等を行うとともに、既存端末機に設定等の作業が必要であれば行うこと。また、開発作業のために必要な機材等は提案者が準備すること。

　①FMC-IaaSデータセンターのサーバアクセスブース仕様
	面積
	約10㎡

	机
	2台

	椅子
	2脚

	利用料
	10,000円/1日



　　②提案者の事業所内から作業を行なう場合の仕様　
	接続方式
	インターネットVPN接続（SSL-VPN接続(*)）

	接続費用（初期費用）
	30,000円/１アカウント

	接続費用（月額費用）
	20,000円/１アカウント


(*)FMC-IaaSサービス事業者（株式会社キューデンインフォコム）が提供するSSL VPN接続用クライアントソフトウェア（Cisco Any Connect　セキュア モビリティ クライアント）をインストールし接続する。

２．本システムの利用環境等
２－１．クライアント環境
　クライアントは下記の運用をしているので、この環境での動作保証をすること。

(1)ハードウェア
	名称
	規格

	CPU
	Corei3以上

	３次キャッシュメモリ
	3MB

	メインメモリ
	8GB以上

	ハードディスクドライブ
	120GB以上



(2)ソフトウェア
　　①Windows 10 Professional（64bit版）
　　②Microsoft Office Standard 2013、2016
　　③Microsoft Internet Explorer11.0
　　④Adobe ReaderDC
　　※別途、水道料金、住民情報系のシステムが入るため、導入するシステムについては、他のシステムへ影響を与えないようなシステムであること。
　　※インターネットエクスプローラ等に特別な設定が必要ないこと。

２－２．本市のネットワーク環境
(1)庁内通信速度　庁舎：概ね100MB、出先機関：概ね100MB、通信プロトコルは
TCP/IPを利用している。
(2)FMC-IaaSデータセンターと古賀市間のネットワークはすでに構築済みのため、本調達には含めない。
(3)導入するシステムは、住民情報系ネットワークで稼動するものとする。
(4)水道課庁舎だけでなく、住民情報系ネットワークが利用できる拠点でも、システ
ムの稼動が可能であること。
(5)本システムの利用者：水道課庁舎の住民情報系LANに接続されたパソコン10台が同時に使用しても支障ないものとすること。
(6)本システムを構築するに当たっては古賀市水道事業会計規程、古賀市下水道事業会計規程に基づいて構築すること。
(7)利用者側のアプリケーションは、Webブラウザのみで動作するものとすること。また、他のアプリケーションに影響を与えることがないようにすること。
(8)本市庁舎からFMC-IaaS間のネットワークは、FMC専用のアクセス回線を構成し接続している。FMC-IaaSサービスの詳細については、別紙「FMC-IaaSサービス仕様」に示すとおり。

システムパッケージについて
　提案する公営企業会計システムは、信頼性の高いパッケージシステムを活用し、カス
タマイズの抑制ができること。また、会計業務全般のより一層の効率化を促進するため、
各種申告の電子化を推進してくことができるシステムであること。
　システムは本調達仕様書および機能要件回答書の必須項目に記載されている事項に
ついては、全ての事項を満たすこととする。満たせない事項がある場合、提案書中で代
替案や考え方を説明すること。カスタマイズを要する項目については、その費用を見積
額に含めること。
　公営企業会計システムのデータは、中間標準フォーマットで出力でき、システム入れ
替え時の移行費がかからないように考慮すること。

１．作業項目　
構築業務における主な作業項目は、次に掲げるとおりとする。 
(1)パッケージソフトの調達 
(2)システムの構築 
(3)企業会計事務に必要な帳票の作成 
(4)ソフトウェアの納入、設置及び設定 
(5)機器の納入、設置及び設定 
(6)ネットワークとの接続 
(7)既存の財務会計システムのデータ移行及び初期データの作成
(8)システムの動作テスト 
(9)システムの操作及び運用に係るマニュアルの作成 
(10)担当職員に対する研修
(11)前各号に掲げるもののほか、構築業務に必要な作業 

２．システムの基本機能 
公営企業会計システムに対する基本機能は、次のとおりとする。 
(1)データの登録と編集機能 
①　予算管理機能 
予算管理機能は、当初予算・補正予算の管理、流用・充用処理を行う。また予算編成時の支援機能として各種帳票の作成を行う。 
・予算編成機能：予算要求書、査定データの履歴管理ができること。 
各係にて作成した積算基礎の履歴管埋ができること。 
予算要求書、査定データの履歴管理ができること。 
予算書作成支援機能として、予算要求書に基づき実施計画の作成ができる
と。 
予算編成において、前年度予算・決算額の利用ができること。 
予算科目の追加・削除が容易に行えること。 

・予算管埋機能：当初予算登録において前年度予算を利用し編集できること。 
当初予算、補正予算の管理ができること。 
予算の流用・予備費の充用処埋に対応できること。 
補正予算支援機能として予定損益計算、予定貸借対照表、資金計画表の作成が　　できること。 
予算レベルで、支出と財源の対応ができること。 
予算レベルで、消費税込額および消費税抜額の表示ができること。 
　　　　・固定資産管理システムとの連携
　　　固定資産管理システムに登録されている固定資産データを取り込むことが可能な機能を有すること。


②　収入予算事務 
調定処埋、調定変更処理に対応できること。 
収納処理（収入伝票および納入通知書の作成）に対応できること。 
前受金等の収入の納付書発行ができること。 
収入予算事務の入力区分は以下のとおりとする。 
・集合収入：集合処理（下水道使用料等）の調定に対応できること。 
調定、収納、還付の各処理に対応できること。 
調定処理、収納処理は関連付けなく個々に行えること。 
・一般収入：上記以外の個別処理の調定に対応できること。 
調定、収納、還付の各処埋に対応できること。 
調定兼収納処理に対応できること 
複数の予算科目を１つの伝票に併合できること。 
各伝票の作成は前回行為の情報を引き継ぎ、仕訳や金額、消費税額は自動計算　　されること。 

③　支出予算事務
伝票作成時に、予算の残高及び執行状況の確認ができること。
予算を超えた伝票作成を行おうとする場合、適切な警告等の表示ができること。
支払済（消込）処理は、口座振替に対応し、振替依頼書、全銀協フォーマットの帳票　及びFDの作成、公衆回線を利用したデータ転送に対応できること。
支出予算事務の入力区分は以下のとおりとする。
・契約支出：契約行為を伴う支出に対応できること。
予定負担行為に対応できること。
支出負担行為、変更支出負担行為に対応できること。
支出命令処理に対応できること。
前払金処理、出来高払い、複数回払いに対応できること。
支払済み処理、戻入処理に対応できること。
各伝票の作成は前回行為の情報を引き継ぎ、仕訳や金額、消費税額は自動計算　　されること。
・一般支出：契約行為を伴わない支出に対応できること。
支出負担行為兼命令の処理に対応できること。
支出命令兼支払済み処理に対応できること。
減価償却費、資産減耗費等の現金支出を伴わない支出処理に対応できること。
複数の予算科目を１つの伝票に併合できること。
各伝票の作成は前回行為の情報を引き継ぎ、仕訳や金額、消費税額は自動計算　　されること。
・資金前渡等の支出：資金前渡、概算払い、前金払いに対応できること。
予算科目が確定している場合と確定していない場合の両方に対応できること。
金額確定後、中間勘定から正当な予算科目及び勘定科目への振替、精算処理　　（戻入等含む）に対応できること。
戻入や追給がある場合は、収納及び支払処理が連動して行えること。
０円精算が行えること。

④　その他の出納：予算執行を伴わない振替、収入、支払伝票の作成に対応できるこ
と。
一時借入金等の管理（借入、返済）ができること。
複数の仕訳を１つの伝票に併合できること。
予算科目の更正が行えること。また、必要に応じて振替伝票も作成できること。
起債の借り換え時など、支出から収入への予算科目の振替が行えること。
　水道料金システムでリンクデータを作成・出力したものを取込み、収入、支出、振替、調定、調定減の各伝票を出力できること。

⑤　資金管理機能
収入予算執行、支出予算執行と連動して口座残高の管理を行い、資金残高の随時把握を可能とすること。
システムに蓄積された収入・支出の実績情報と収支予定情報を登録することにより、資金予算表を作成し資金の運用計画を可能とすること。

⑥　決算管理機能
決算整理機能として、建設改良費について翌年度以降への予算繰越処理及び負担行為　繰越ができること。
資産減耗費、減価償却費、仮受・仮払消費税及び剰余金処分の処理ができること。
決算時の支援機能として、決算報告書、財務諸表、決算付属資料の作成ができるこ
と。

⑦　決算統計機能
地方財政状況調査（決算統計）に必要な各種データの出力ができること。
・損益計算書（20表）
・費用構成表（21表）
・貸借対照表（22表）
・資本的支出に関する調べ（23表）
・経営分析に係る調（一）（32表）
セグメント別の決算統計を作成することができること。

⑧　固定資産管理
　建物や構築物等の償却資産、土地などの非償却資産、リース資産のいずれも管理
できること。
資産の種類ごとに償却方法が選択できること。
法令、省令などにより固定資産の償却年数が変更になった場合にも、異動処理で対応できること。
自動的に減価償却、減損、除却の計算ができ、自動仕訳ができること。
建物仮勘定から振替処理ができること。
⑨　企業債管理
　実際に借り入れた企業債を登録できること。
企業債の償還方法としては、年賦又は半年賦、元利均等又は元金均等などの選択が可能であること。また、企業債だけでなく、長期借入金又はリース債務等も登録して運用することができること。
企業債の償還予定額計算のシミュレーションができること。

⑩　工事台帳（契約）管理
　設計、入札予定、決定、支出、前払、精算等の各金額管理が行えること。
　工事台帳から固定資産へデータ（取得価格）の受け渡しを行うことができること。
　工事別予算管理及び執行管理を行うことができること。

(2)　出力機能（日常帳票、予算勘定管理、決算事務）
・予算管理及び資金管理に必要な各種帳票の出力ができること。
・日常の会計処理に必要な各種帳票の出力ができること。
・月次決算処理に必要な各種帳票の出力ができること。
・予算編成関連、期末決算関連に必要な各種帳票の出力ができること。
・消費税計算に必要な各種帳票の出力ができること。
・全ての帳票は事業ごとの集計が可能であること。
・全ての伝票及び帳票の枠外（右上部）において、事業及びセグメントの混同を防ぐため、区別を容易に行うためのマーク等を帳票上に出力することができること。
　　・セグメント別の予算書、決算書及び関連資料を出力することができること。
　　・セグメント別の予算明細書を出力することができること。（予算書における収益
的収支及び資本的収支をセグメント別に区分して、款別、項別、目別、節別、及び事務事業別予算額を表示するもの
①　伝票・帳票出力：別途条項に定める帳票を出力する。
②　外部ファイル出力：伝票・帳票等は結果を任意の出力項目で外部ファイルに出力
する。出力ファイルは、表計算ソフトにおいて利用することができる形式であること。

(3)　メンテナンス機能
データ管理上必要なマスタの管理及び障害などに備えてのデータのバックアップや復旧の機能を有すること。
①　マスタメンテナンス：データ管理に必要なマスタを整備し管理できること。
②　データバックアップ：登録データをバックアップ領域に保存できること。
③　データリカバリー：バックアップとして保存したデータをシステムに取り込めること。
④　エラーチェック：データの入力ミスや登録モレ防止のチェックを行うこと。
⑤　消費税修正：税区分や消費税額の修正を過去に遡らずに修正できること。
⑥　ユーザ管理：利用者の操作権限設定などシステムとデータの保全機能を有すること。
⑦　データ管理：ＯＳ、データベース、アプリケーションの３段階にてセキュリティ設定機能を有すること。

(4)　ユーザ支援機能
本システムは、ユーザの効率的なデータ管理を支援するため、必要な入出力インターフェースやデータ管理機能を有すること。ユーザ支援機能として以下の処理に対応できること。
①　類似伝票コピー機能
②　連続入力機能
③　固定仕訳機能（予算科目の選択により勘定科目を自動選択）
④　税区分仕訳機能（予算科目の選択により税区分を自動選択し、税率に基づき税抜額を計算する）

(5)　導入支援
システム導入をスムーズに行うために、初期のマスタデータ、予算データ、勘定残高データの構築及び職員研修を実施すること。また、運用開始時、初回月次決算、初回次年度当初予算編成及び初回年度末決算における業務支援も併せて行うこと。

３．システムの各種出力帳票
本システムで作成・出力する帳票は次のとおりとする。
(1)　伝票類
・収入伝票
・支払伝票
・振替伝票
・調定伺
・調定変更伺
・調定兼収入伝票
・還付決定伺
・前受決定伺
・予定負担行為伺
・支出負担行為伺
・支出負担行為変更伺
・支出命令伺
・支出負担行為兼振替伝票
・支出負担行為兼支出命令伺
・戻入決定伺
・前払決定伺
・精算伺
・納付書
・支払依頼書
・支払済通知書
・支払内訳書
・支払調書
・振込依頼書
・口座振替依頼票

(2)　執行管理関連帳票
・調定一覧
・未収金一覧
・負担行為一覧
・未払金一覧
・支払予定表
・収入予算執行状況
・収入予算執行計画整理簿
・支出予算執行状況
・支出予算執行計画整理簿
・調定収納管理簿
・経過勘定整理簿
・資金予算表
・資金予算表明細
・仕訳帳
・日計表、月計表
・収入日計表、支出日計表
・総勘定元帳
・内訳簿
・合計残高試算表
・資金残高表
・現預金出納簿
・消費税集計表
・月次損益計算書
・月次貸借対照表
・月次キャッシュフロー計算書
・支払明細一覧

(3)　予算登録事務関連帳票（当初予算）
・予算書
・予算に関する説明書
・予算要求書
・予算内示書
・予算実施計画
・予算実施計画明細
　・資金計画
　・資金計画明細
・予定キャッシュフロー計算書
・前事業年度の予定損益計算書及び予定貸借対照表
・当該事業年度の予定損益計算書及び予定貸借対照表
・予定消費税集計表
・貸借対照表明細

(4)　予算登録事務関連帳票（補正予算）
・予算要求書（補正）
・予算内示書（補正）
・予算実施計画（補正）
・予算実施計画明細（補正）
・補正損益計算書、補正貸借対照表
・補正キャッシュフロー計算書

(5)　予算登録事務関連帳票（予算流用・予算充用）
・予算流用伺
・予備費充用伺
・弾力条項適用伺

(6)　決算処理事務関連帳票
・精算表
・決算報告書
・損益計算書
・貸借対照表
・比較損益計算書
・比較貸借対照表
・剰余金計算書又は欠損金計算書
・剰余金処分計算書又は欠損金処理計算書
・収益費用明細書
・資本的収支明細書
・消費税算出表
・特定収入内訳書
・キャッシュフロー計算書
・比較キャッシュフロー計算書


セキュリティ対策
１．職員認証
　ID及びパスワードによる職員認証を実現すること。
２．アクセスコントロール
　利用者のIDを利用して、業務機能のアクセス制限をコントロールできること。さら
に、複数部門を兼務するユーザ情報を管理することができ、かつログインしなおすこ
となく、部門を変更することができ、各権限に応じた業務機能の利用が可能であるこ
と。
３．バックアップ
　システム構築時にシステム環境のバックアップをとること。障害発生時にもデータ喪失が最小限になるように定期的にバックアップをとる等、データの保全が適切に行われる仕組みを構築すること。また、障害発生時の復旧処理が迅速に行われるものであること。
４．システム管理者
　システム上にシステム管理項目を設定し、システム管理者の権限においてのみ処理で
きること。
５．担当職員
　操作者の権限に応じ、実行できる処理が制限可能なこと。
６．各種ソフトウェアについて、セキュリティ脆弱性に関する情報に注意し，最新のセキュリティパッチを適用するよう運用設計すること（FMC-IaaSサービスで提供する仮想化基盤のセキュリティパッチはFMC-IaaSサービス事業者において対応する。ただし、Windows ServerやRHEL ServerのOSについては、本システム導入事業者で対応すること。）。またセキュリティパッチ適用することにより，他のソフトウェアが不正動作を行わないよう事前検討・検証を行うこと。

システム導入前後の支援
１．データ移行等
調達業者は、現システム（BCC　AMAS-NEO）の保有データを問題無く移行できるシステムであり、職員負担軽減を考慮したデータ移行方法を提案すること。このため、以下の(1)及び(2)について明示できること。
また、システム稼働日前日（平成31年9月末）までにデータ移行が完了すること。
(1)移行の計画
　①移行を遅滞無く、かつ確実に進めるための具体的かつ論理的な日程計画
　②計画の各段階において市に対して想定される要望事項及びその理由
(2)移行データ（対象）
　①会計データ
・平成３０年度と平成３１年度は、伝票レベルでデータを移行する。
　・平成２９年度以前は帳票レベルでデータを移行する。
　②予算
　　予算は平成３０年度と平成３１年度の当初予算、補正予算はすべて移行。
　③企業債
　　企業債の情報はすべて移行する。
　④固定資産
　　固定資産はすべて移行する。
　⑤貯蔵品
　　貯蔵品は平成３１年度９月末時点の種類毎の残高数量・金額を移行。
⑥データ項目
所属、予算科目・勘定科目、債権者・債務者、金融機関データ、仕訳マスタデータ（仕訳と摘要）等を移行する。
(3)移行データの授受に関してはCSV形式で行うものとし、本市及び新旧システムベンダーと協議のうえ、旧システムベンダーから提供し、費用は本市が負担する。
(4)移行データは、原則として磁気データによる変換とし、磁気データでの移行が不都合な場合は、手入力での対応も可とする。ただし、手入力の場合は庁舎外持ち出しが可能なものについては外部での入力作業を認めるが、庁舎外持ち出しが不可能なものについては、庁舎内において本市職員の指揮監督の下、調達業者が行うこととする。
(5)並行稼動は市と協議の上決定する。その作業期間中は必要に応じて指導員を置くこと。
(6)データ移行に関する必要な経費は全て調達経費見積書に含めること。
(7)下水道事業における固定資産管理台帳システムとのデータ連携については、確実に
行えるよう別途業者間で確認を行うこと。

２．研修等
(1)一般職員、システム管理者に対し、システム機能、操作方法、運用方法等について充分に理解できるように研修を実施すること。なお、開催時期、内容等の詳細については、市と協議して決定する。
(2)研修資料は調達業者で人数分用意すること。
(3)公営企業会計システムの操作マニュアル（一般職員用、システム管理者用）を作成し、紙と電子データで市へ納品すること。
(4)稼動開始後、職員からシステム操作等に関して問合せが多く寄せられることが想定されるため、システム稼動後２週間程度は即時対応可能な態勢をとること。

３．稼働前後の支援
(1)稼働前の支援
　会計規程及び既存ルールの分析を行い、公営企業会計システム利用時のルールにとどまらず、会計業務のルール化について市への助言を行うこと。
　また、策定したルールは、操作研修時にマニュアルを作成し職員に説明を行うこと。
(2)稼働後の運用支援
　①月次処理、決算処理に伴う支援を実施時期に行うこと。
　②運用に伴う全般事項に対して必要に応じて助言等を行うこと。

システム保守について
　システム稼動日（平成31年10月1日予定）からのシステム保守業務委託については、別途契約する予定であるが、システムの円滑かつ安定的な運用のため、以下の内容を実施すること。
(1)システム及び機器の保守点検（清掃を含む）は、定期・随時保守とし、専門の保守員が実施することとし、必要に応じてSEが同行しサポートすること。また、その計画及び保守実施後の作業結果報告書を提出すること。
(2)システム運用支援：システム全般の使用方法等に関する問合せ等に対応すること。
(3)システム管理者支援：本市で公営企業会計システムに係るマスタ更新処理等のシステム管理業務を実施する際は、各業務が円滑に実施できるよう適切な支援を行うこと。
(4)障害対応：障害が発生した場合は、担当職員から通報を受け付けた後速やかに、システム、サーバ等の障害切り分け、システム復旧、原因調査、再発防止策、調査報告を行うこと。
また、障害の原因箇所がシステムのいずれかである場合、調達業者が責任をもって回復措置をとること。
(5)データメンテナンス：システムが保有するデータに起因する障害が発生した場合は、適切にデータメンテナンスを行うこと。
(6)ソフトウェア更新：パッケージソフトウェアのバージョンアップ、修復パッチの適用、ウイルス対策等を本市と協議のうえ適切に行うこと。
(7)元号が変わった際のシステム変更は、保守の範囲に含めること。
(8) FMC-IaaS基盤に関連する障害については、FMC-IaaSサービス事業者において対応する（詳細については、「ふくおか自治体クラウド責任分界及び障害対応手順について」を参照。）。また、システム導入時期からの欠陥が判明した場合は、時期に関わらず本システム導入事業者負担で改善すること。
(9)保守受付の方法は、電話、E－ｍａｉｌ、ＦＡＸにより対応すること。
(10)保守業務終了時のデータ移行及びシステムの撤去等
①受託者は、契約期間が満了したとき、又は、契約が解除されたときには、業務を遂行するに当たり、蓄積・保有したすべての電子データを、委託者が指示する形式により変換すること。
②受託者は、受託期間内で委託者の指定する期間内に、次期の業務受託者に対して、データを移行する業務に協力すること。
③上記①②の作業に要する費用は受託者の負担とする。
④撤去するハードウェア及びソフトウェア、また、データ消去及び廃棄方法については、発注者の指示に従うこととし、それらにかかる費用は受託者の負担とする。


成果品
１．成果品の引渡し
(1)　本業務の完了後における成果品の検査については、発注者が実施するものとする。
(2)　成果品の引渡しは、(1)の検査に合格した時に、完了するものとする。

２．成果品
本業務の成果品は、次のとおりとする。なお、提出方法及び提出期限は、発注者との協議により決定する。
　　(1)公営企業会計システム一式
　　(2)システム設定書（1部及び電子データ一式）
　　　　WBS管理表、基本設計書、詳細設計書、パラメータ定義書
　　　　テスト計画・実施報告書、移行計画・実施報告書、議事録等
　　(3)職員研修資料、操作マニュアル（1部及び電子データ一式）
　　(4)その他作業月報、中間報告書その他発注者の指示する資料を提出しなければならない。
３．納品場所
　　古賀市建設産業部上下水道課庁舎
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